
つやま企業サポート事業 

新製品・新技術開発サポート補助金交付要領 

平成２７年６月５日制定 

平成２８年４月１日改定 

平成２９年４月１日改定 

平成３１年４月１日改定 

令和２年４月１日改定 

令和４年４月１日改定 

 （目的） 

第１条 この要領は，つやま産業支援センター（以下「センター」という。）が，

市内事業者に対し，異なる業種の事業者との連携による又は，地域資源・技術

を用いて又は，自社の技術を用いて行う新規性の高い製品・技術の開発に必要

な経費に対して，つやま企業サポート事業新製品・新技術開発サポート補助金

（以下「補助金」という。）を予算の範囲内で交付し，市内事業者が有望市場の

開拓を図ることを目的とする。 

２ 補助金の交付に関しては，つやま企業サポート事業補助金交付要綱（以下「補

助金交付要綱」という。）に定めるもののほか，この要領の定めるところによる。 

 （補助対象者） 

第２条 補助金の交付対象者は，補助金交付要綱第２条第１号に定める中小企業

者等（以下「補助対象者」という。）をいう。ただし，補助金交付要綱第３条第

２項各号に掲げる要件に該当する場合はこの限りでない。 

 （補助対象事業） 

第３条 補助の対象となる事業は次の各号に掲げる事業をいう。 

(１) 自社の革新的技術を用いた新規性の高い新製品・新技術の開発のための

試作，共同研究，試験運用，試験結果の分析及び製品改良。 

(２) 地域資源又は地域企業の技術を用いて付加価値を高めた若しくは，革新

的な新製品・新技術の開発のための試作，共同研究，試験運用，試験結果の

蓄積分析及び製品改良。 

(３) 自動化又は，省力化に資する新製品・新技術の開発のための試作，共同

研究，実証実験，試験運用，試験結果の分析及び製品改良。 

 （補助対象経費等）  

第４条 補助の対象となる経費及び補助対象期間は，次の各号に掲げるとおりと

する。 

(１) 補助対象経費 



事業に要する経費とし，内容等は別表に定めるものとする。 

（２） 補助対象期間  

   補助金の交付決定の翌日から，当該年度末日の１０日前までとする。ただ

し、センターが特に必要と認めたものについては、当該年度の 4 月１日から

交付決定の日までを補助対象期間とすることができる。  

 （補助金の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は，別に定める様式による交付申請書

に次の各号に掲げる書類を添えて，５月末までにセンターに提出しなければな

らない。 

(１) 決算報告書（直近決算期分のみ） 

(２) 市税完納証明書 

(３) その他センターが必要と認める書類 

 （補助金交付の制限） 

第６条 補助金交付の対象となる事業は，１補助対象者当たり，同一年度内にお

いて１事業とする。 

２ １補助対象者当たり，補助対象経費のうち，３分の２以内とし，同一年度に

おいて１５０万円を限度とする。 

３ 補助金の交付は，同一事業につき３回を限度とする。 

（審査委員会） 

第７条 補助金の交付については，審査委員会を設置して革新性等について必要

な事項を審査し，補助金交付の可否を申請者に通知するものとする。 

２ 審査委員会は委員７名以内をもって組織し，委員会の運営に関し必要な事項

はセンターが別に定める。 

（実績報告） 

第８条 補助事業者は，補助事業が完了したときは，当該事業完了の日から３０

日を経過した日又は当該年度末日の１０日前のいずれか早い日までに，別に定

める様式による実績報告書に次の各号に掲げる書類を添えてセンターに提出

しなければならない。 

(１) 研究成果等の分かる書類 

(２) その他センターが必要と認める書類 

（補助金の支払い方法） 

第９条 補助金の支払いは，精算払いとする。ただし，センターが認める場合は，

補助事業者は補助申請額の２分の１を上限に概算払いを請求することができ

る。 

２ センターが特に必要と認める場合は，別途協議し決定する。 



（その他） 

第１０条 この要領に定めるもののほか，補助金の交付に関し必要な事項は，セ

ンターが別に定める。 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この要領は，制定の日から施行し，令和４年度分の補助金から適用する。 

 

  



別表 

※借上げに要する経費については，補助対象期間内支出部分のみを対象とする。 

経費区分 内容 補助率 

旅費 

○新商品開発を行うために直接必要な旅費 

（国内を原則とする） 

 ※タクシー代、グリーン料金、航空運賃等のファースト

クラス料金等は含まない。 

※全補助対象経費の１／５以内 

２／３ 

原材料費 ○試作に必要な原料、材料、副資材の購入に要する経費 

機械装置費 

○機械装置又は分析等機械装置（取得価格５０万円以上も

含む。）の借上げに要する経費 

○機械装置又は自社により機械装置を製作する場合の部品

並びに分析等機械装置の購入に要する経費 

 ※「分析等機械装置」とは、測定、分析、解析、評価等を

行う機械装置をいい、取得価格が５０万円未満のもの

とする。 

○機械装置を外注により試作、改良、据付け、修繕する場合

に要する経費 

工具・器具費 

○機械装置等を製作するための専用工具・専用器具の借上

げに要する経費 

○専用工具・専用器具の購入に要する経費 

○専用工具・専用器具を外注により試作、改良、据付け、修

繕する場合に要する経費 

先行技術調査費 

○当該事業に係る産業財産権等に関する先行技術調査又は

取得に要する経費 

※弁理士への手続代行費用及び翻訳料等に要する経費の

うち、特許出願料、審査請求料及び特許料等日本の特許

庁に納付される経費、拒絶査定に対する審査請求又は

訴訟を行う場合に要する経費を除いたもの 

共同研究費 

○大学等との共同研究契約等に基づき当該大学等に委託す

る経費 

 ※大学等に現物支給する場合の消耗品費等を含む。 

 ※人件費は除く。 

技術指導受入費 
○外部からの技術指導を特に必要とする場合、技術者等に

支払う謝金等の経費 

外注費 

○設計、デザイン、ソフトウェアのプログラミング及び原

材料等の再加工を外注する場合に要する経費 

※構築物、機械装置又は工具・器具を外注する場合を除

く。 

※全補助対象経費の１／２以内 

人件費 
〇自社で設計，デザイン，ソフトウェアのプログラミング

に従事する場合の人件費（設計，ＩＴ企業に限る） 

その他経費 
○上記以外の経費であってセンターが特に必要と認める経

費 


